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る。したがって、本稿では、平成 25 年度と平成 26 年度の「介護予防事業及び介護予防・
日常生活支援総合事業（地域支援事業）の実施状況に関する調査結果」を用いて、傾向ス
コアマッチングと差分の差分の分析手法を応用した回帰分析より、介護予防に関わる活動
内容の効果を計量的に分析する。固定効果モデルによる推定結果では、第 1号被保険者 1,000 








 平成 29 年版『高齢社会白書』（2017）によれば、総人口に占める 65 歳以上人口の割合は




は認知症大国といっても過言ではない（Sekita et al., 2010）。二宮ら（2015）では、日本
における認知症人口の将来推計を行い、各年齢の認知症有病率が糖尿病有病率の増加によ
り上昇すると仮定した場合では、2060 年になると、高齢者認知症の患者数は約 1,200 万人
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 本稿の構成は以下の通りである。第 2 節では、介護予防事業に関わる介護保険制度の変
遷をまとめる。第 3 節では、介護予防活動に関わる先行研究をサーベイする。第 4 節にお
いては、本稿で用いるデータを紹介する。分析手法については、第 5 節で説明する。第 6
























































                                                   
2 基本チェックリストの様式例： 
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-12301000-Roukenkyoku-Soumuka/0000052670





























めている。表 2 を見ると、平成 24 年度と平成 27 年度は、通常調査となり、二次予防事業
及び要支援・二次予防事業、一次予防事業と二次予防事業・一次予防事業評価事業に関す
る内容について調査を行った。これに対して、平成 25 年度と平成 26 年度では、特別調査
を実施し、通常調査の調査項目に介護予防に資する住民運営の通いの場の展開状況を加え
た。本稿では、通いの場で行われる各種の介護予防活動の効果について計量的評価を行う







表 2 「介護予防事業及び介護予防・日常生活支援総合事業（地域支援事業） 
の実施状況に関する調査」の概要 





調査内容 詳細項目 - - 
1.二次予防事業及び要支
援・二次予防事業 
1）二次予防事業対象者の把握事業の実施状況等 ○ ○ 
2）介護予防事業の実施状況 ○ ○ 
3）介護予防サービス事業の実施状況 ○ ○ 
4）介護（生活）支援サービス事業の実施状況 ○ ○ 
2.一次予防事業 1）介護予防普及啓発事業の実施状況 ○ ○ 
2）地域介護予防活動支援事業の実施状況 ○ ○ 
3.二次予防事業・一次予防
事業評価事業 
1）二次予防事業・一次予防事業評価事業の実施状況 ○ ○ 
4.介護予防に資する住民運
営の通いの場の展開状況 
1）介護予防に資する住民運営の通いの場の状況 × ○ 
2）リハビリテーション専門職等の関与状況 × ○ 
注：○：実施した ×：実施しなかった 
 
本稿においては、被説明変数は第 1 号被保険者 1 人当たりの介護給付費の支払義務累計
額である。保険者別の介護給付費の支払義務累計額は平成 25 年度と平成 26 年度の総務省
の「地方財政状況調査」における介護保険事業会計決算の状況（保険事業勘定）のデータ
を利用している。第 1 号被保険者数については、厚生労働省の「介護保険事業状況報告年
報」（平成 25年度と平成 26年度）からデータをとっている。表 3では、本稿で用いる各変




いる。したがって、ここで人口規模の効果を調整するため、第 1 被保険者 1,000 人当たり
の介護予防活動（箇所）を計算した。表 3 を見ると、第 1 号被保険者 1,000 人当たりの介
護予防活動は平均的に約 2.2 箇所が開催されおり、各地方自治体の間に、介護予防活動の
開催に関するバラツキが大きいことが見て取れる。そして、介護予防活動別の開催頻度を
見ると、5 つの活動の中で、第 1 号被保険者 1,000 人当たりの体操の開催箇所は最も多く、




本稿で用いる他の説明変数としては、財政力指数、経常収支比率、第 1 号被保険者 1 人






















を考慮に入れ、第 1 号被保険者 1 人当たりの地域支援事業費を用いるとする。地域支援事
業費のデータは総務省の「地方財政状況調査」における介護保険事業会計計算の状況（保
険事業勘定）のデータを利用している。表 3 を見ると、第 1 号被保険者 1 人当たりの地域支
援事業費の平均値は約 6,472 円であることが分かる。 
医療サービスと介護サービスの間に一定の代替関係が存在する。このため、多くの医療
サービスの利用は、介護給付費の減少につながると考えられる。ここで第 1 号被保険者 1
人当たりの後期高齢者の医療保険支出額を利用する。後期高齢者の医療保険支出額のデー
タは、総務省の「地方財政状況調査」における後期高齢者医療事業会計決算の状況（市町
村）からとっている。表 3 で示されるように、第 1 号被保険者 1 人当たりの後期高齢者の
医療保険支出額は 4,135円から 340,100円までの間に分布している。 
 また、高齢化率と要介護認定や介護給付サービスの利用と深く関連しているため、本稿







表 3 データの記述統計量 
 平均値 標準偏差 最小値 最大値 
第 1号被保険者 1人当たりの介護給付費（千円） 246.078 45.165 73.030 500.661 
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第 1号被保険者 1,000 人当たりの介護予防活動の箇所 2.186 3.936 0.000 68.845 
第 1号被保険者 1,000 人当たりの体操の箇所 0.947 2.080 0.000 33.430 
第 1号被保険者 1,000 人当たりの会食の箇所 0.151 1.111 0.000 33.058 
第 1号被保険者 1,000 人当たりの茶話会の箇所 0.576 1.592 0.000 23.142 
第 1号被保険者 1,000 人当たりの認知症予防活動の箇所 0.144 0.837 0.000 31.091 
第 1号被保険者 1,000 人当たりの趣味活動の箇所 0.368 1.337 0.000 21.021 
第 1号被保険者 1人当たりの地域支援事業費（千円） 6.472 3.897 0.000 56.529 
第 1号被保険者 1人当たりの後期高齢者医療保険支出額（千円） 41.032 13.795 4.135 340.100 
財政力指数 0.505 0.284 0.050 2.080 
経常収支比率(%) 87.526 6.800 52.800 124.700 
人口対数値 10.158 1.461 5.106 15.130 
高齢化率(%) 30.125 6.805 13.071 58.360 































このうち、モデル A1 とモデル A2 は、第 1 号被保険者 1 人当たりの介護予防活動の効果を
確認している。コントロール変数としては、第 1号被保険者 1人当たりの地域支援事業費、第
1 号被保険者 1 人あたりの後期高齢者医療保険支出額、財政力指数、経常収支比率、高齢化率、
高齢化率 2 乗項/100、人口対数値と年ダミーが挙げられる。モデル A1 は、年ダミー以外のコ




























表 4 固定効果モデルによる推定結果 
説明変数 
A1 A2 A3 A4 
偏回帰係数 偏回帰係数 偏回帰係数 偏回帰係数 
第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの介護予防活動（箇所） 
-0.210*** -0.223*** 
  (0.081) (0.075) 
第 1号被保険者 1,000 人 




第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの会食（箇所） 
-0.253 -0.185 
  (0.307) (0.286) 
第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの茶話会（箇所） 
  -0.036 -0.023 
  (0.177) (0.165) 
第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの認知予防活動（箇所） 
  0.195 0.069 
  (0.248) (0.231) 
第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの趣味活動（箇所） 
  -0.289 -0.202 
  (0.220) (0.205) 
第 1号被保険者 1人 
当たりの地域支援事業費 
 -0.302**  -0.296** 
 (0.150)  (0.150) 
第 1号被保険者 1人当たりの後
期高齢者医療保険支出額 
 -0.237***  -0.237*** 
 (0.023)  (0.023) 
財政力指数 
 0.027  -0.013 
 (12.221)  (12.218) 
経常収支比率 
 -0.094  -0.091 























 82.458***  85.433*** 
 (26.842)  (26.883) 
年ダミー YES YES   YES YES 
with-in R-sq     0.101 0.226 0.104 0.228 
Sample    3,034    3,034 3,034 3,034 
注 1）***、**、*はそれぞれ 1％、5％、10％水準で有意であることを表す。2）被説明変数の第













ついては、疑似 R2の値の大きさを基準に決定する。表 5の 3つのモデルの中で、モデル B3
の疑似 R2 の値は最も大きいため、モデル B3 を利用し、傾向スコアを計算する。次に、カ
ーネル関数を利用し、マッチングを行う。 
 
表 5  プロビットモデルによる推定結果 
 モデル B1 モデル B2 モデルB3 
第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの会食（箇所） 
0.000 0.016 0.024 
(0.030) (0.031) (0.033) 
第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの茶話会（箇所） 
0.054** 0.067*** 0.072*** 
(0.023) (0.023) (0.024) 
第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの認知予防活動（箇所） 
0.407*** 0.417*** 0.388*** 
(0.098) (0.099) (0.097) 
第 1号被保険者 1,000 人 
当たりの趣味活動（箇所） 
0.207*** 0.217*** 0.210*** 
(0.039) (0.038) (0.038) 
第 1号被保険者 1人 
当たりの地域支援事業費 
 0.000 0.013 
 (0.009) (0.010) 
第 1号被保険者 1人当たりの 
後期高齢者医療保険支出額 
 -0.004 -0.004 
 (0.003) (0.003) 
財政力指数 
 0.645*** 0.118 
 (0.126) (0.197) 
経常収支比率 
 0.031*** 0.013** 














  0.304*** 
  (0.038) 
疑似 R2 0.037 0.078 0.111 








が、マッチング後には 4.4％まで減少した。カイ 2乗検定の結果を見ても、2 つのグループの差
は、統計的に有意ではなくなっていることが分かる。先行研究によれば、バイアスが 5％以下で
あれば、おおむね傾向スコアでの推定はうまく行ける。 
表 6 カーネルマッチング前後の共変量のバランスチェック結果 
サンプル 疑似 R2 LR chi2 P>chi2 Mean Bias（%） 
マッチング前 0.111 233.98 0.000 23.2 




表 7 PSM-DIDによる推定結果 
 第 1号被保険者 1人
当たりの介護給付費 
標準誤差 ｜t｜ P>|t| 
Before     
コントロールグループ 242.088    
トリートメントグループ 241.715    
平均値の差 -0.373 2.211 -0.17 0.866 
After     
コントロールグループ 246.012    
トリートメントグループ 243.631    
平均値の差 -2.381 2.441 0.98 0.329 
差分の差分 -2.008 3.293 0.61 0.542 
  
 ベースラインでマッチングした結果を用いて、差分の差分（DID）の分析手法を応用し、体操


















推定結果をまとめてみると、第 1 号被保険者 1,000 人当たりの介護予防活動の箇所数と体
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